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はじめに

　周知の通り、国民健康保険（以下、国保）は財政的に非常に厳しい状態にあ

る。国保の保険者である市町村の４割が赤字団体（再差引収支ベース）であり、

赤字額は近年増加する傾向にある。この原因の背景として国保の構造上の問題

がしばしば指摘されている。すなわち、被保険者の構成は高齢者が多く疾病リ

スクが高い。派遣、パートなどの期間労働者や失業者の割合が高く保険税（料）

の負担能力が低い。しかも市町村が運営する地域保険であることから零細な保

険者も少なくなく、リスクヘッジ能力が脆弱であるといった問題である。

　もっともこうした問題は今に始まったことではなく、それに対処するために

様々な制度的な工夫が国保の財政制度には施されてきた。しかし、近年の高齢

化に伴う医療給付費の増大や貧困化の急速な進行が国保財政の基盤を一層、脆

弱化させているのである。
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　さらに最近、国保財政の問題に波紋を投げかけているのが財政健全化法の施

行である。財政健全化法では、国保のような公営事業の赤字も一般会計に連結

することで、自治体の財政状況を厳しくチェックすることを目的している。

２００８年の総務省の発表では、４３市町村が早期健全化団体の対象とされ、その中

には門真市のように国保財政の悪化を原因としている団体も６団体ある１。

　ところで国保財政の問題は大都市財政の問題でもある。なぜなら大都市すべ

てが国保の赤字団体（再差引収支ベース）であり、その赤字の規模は近年、増

加傾向にあるからである。それに伴って、一般会計から国保特別会計への繰入

金も増加しており、大都市財政を圧迫する要因ともなっている。

　そこで本稿では大都市財政に焦点を当て国保財政の諸問題を論じることにす

る。

Ⅰ．国民健康保険財政の概要

１ ．国保財政の基本的な仕組み

　国保制度とは市町村を保険者とする地域医療保険である。２００６年末で１�８２７

保険者（１５大都市、３７中核市、３９特例市、６９０都市、１�０２０町村、２３特別区、３�

一部事務組合）が設置されている２。被保険者は職域保険と国民健康保険組合

の被保険者を除く市町村内に住所を有しているものとされる。具体的には農業

者、自営業者、パート・派遣等の非正規労働者、失業者、退職者等とそれぞれ

の家族となる３。

　制度の成立は１９３０年代の昭和恐慌期に遡る。この時期、農村経済の窮乏化は
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��平岡和久「財政健全化法は自治体を救わない」『エコノミスト』第８６巻第６２号、２００８

年、飛田博史「自治体財政健全化指標の算定結果の検証」『自治総研』３６１号、２００８年

参照。

��総務省編『地方財政白書　平成２０年版』日経印刷株式会社、２００８年、１３８ページ参照。

��老人保健法の規定により医療を受けるものも退職者被保険者も国保の被保険者であ

るが費用負担方法には相違がある。

１

２

３



悲惨を極め、医療費の負担も家計を圧迫していた。しかも、山間部では医師の

いない無医村も少なくなく、死亡率は欧米と比べ高い水準にあった４。こうし

た状況の中、国は１９３８年、国民健康保険法を施行した。市町村単位に国保組合

を設置し、農山漁村並びに都市居住者向けの医療保険制度を整備したのであっ

た５。

　さて、財政的な仕組みについてである６。国保事業会計は事業勘定と直診勘

定に分かれる。前者は国保の事業会計で、後者は診療所の運営に関する会計で

ある。２００６年度の歳出規模は事業勘定が１１兆９�８５２億円、直診勘定が７０７億円で

ある。ここでは規模的に圧倒的に大きい事業勘定を対象に説明していく。

　図表１に示すように、歳出は１）保険給付費７兆７�７６５億円（６４�９％）、２）

老人保健拠出金２兆２�５７０億円（１８�８％）、３）共同事業拠出金７２０１億円（６�０％）、

４）介護給付費納付金７�１２２億円（５�９％）から主に構成されている。

　１）の保険給付費とは、疾病、負傷、出産、死亡といった保険事故に対する

給付費である。国保の根幹的な経費である。
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��当時の内務省社会局の調査では「山間部では医師の来訪は死者があった場合に限ら

れるとか、死亡診断書のため死体を医師の診療所まで山越えで運ぶとか医師の診療

を必要とする疾病の中、わずかに一割位が現実に医療を受けているという事例が

あった」とされる。１９３５年の無医市町村数は普通農村で２�５６３団体、漁村で１４６団体、

山村で４５２団体もあり、「交通不便のため全然、近隣町村の医師を利用する途もない村

は一千に達する」。さらに、１９３３年の死亡率（１�０００人当り）は郡部平均が１７�７３人と

高い。外国では英１２�３人、仏１５�８人、伊１３�７人、独１１�２人、米１０�７人であった。国民

健康保険協会編『国民健康保険小史』（『日本社会保障基本文献集：第１６巻（第２期）

被占領下の社会保障構想』）日本図書センター、２００７年、１０～２５ページ参照。

��国保の被保険者は農村だけでなく都市の自営業者、労働者も対象としていたが、大都

市での国保は普及しなかった。六大都市（東京市、大阪市、名古屋市、横浜市、京都

市、神戸市）では昭和３０年の時点でも国保制度が導入されていなかった。近藤文二

「忘れられていた大都市の国民健康保険」『市政』第６巻第４号、１９５７年、３１ページ。

��国保財政の仕組みについては国民健康保険中央会『国保担当者ハンドブック２００８』社

会保険出版社、２００８年参照。
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　２）の老人保健拠出金とは、老人医療保健制度に対する国保の拠出金である。

２００８年度から後期高齢者医療制度が開始したことで老人医療保険制度自体は廃

止された。後期高齢者医療制度への財源の拠出は「後期高齢者支援金」により

行われている。

　３）の共同事業拠出金とは、国民健康保険団体連合への拠出金で、国保保険

者間の高額な医療給付等に対する再保険事業のために拠出されている７。

　４）の介護給付費納付金とは、社会保険診療報酬支払基金への介護保険料の

納付金である。介護保険の第２号被保険者の保険料は医療保険者が徴収し社会

保険診療報酬支払基金に納付され、各市町村の介護給付費に支出されている。

　一方、歳入（１２兆１�２５４億円）は、１）保険税（料）３兆７�１５５億円（３０�６％）、

２）国庫支出金３兆２�８１７億円（２７�１％）、３）療養給付費交付金２兆３�４３３億円

（１９�３％）、４）他会計からの繰入金１兆１７６８億円（９�７％）、５）都道府県支出

金５�５３３億円（４�６％）等から主に構成されている。
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��高額医療費共同事業とは小規模保険者の財政基盤の安定化を図るために、共同事業

拠出金を財源に都道府県単位で高額医療費（レセプト１件３０万円以上）の費用負担を

調整する制度。保険者は高額医療費の給付に際して都道府県別に設置された国民健

康保険団体連合から高額医療費共同事業交付金が交付されることになる。

７

図表 １　国民健康保険事業（事業勘定）の歳出・歳入決算額（２００６年度） （単位：億円）

割　合金　額歳　　　入割　合金　額歳　　出

３０.６３７,１５５保険税（料）６４.９７７,７６５保険給付費

２７.１３２,８１７国庫支出金　

２０.６２４,９４９　療養給付費等負担金　

６.５７,８６９　財政調整交付金　

１９.３２３,４３３療養給付費交付金１８.８２２,５７０老人保健拠出金

９.７１１,７６８他会計繰入金６.０７,２０１共同事業拠出金

４.６５,５３３都道府県支出金５.９７,１２２介護給付費納付金

５.２５,９２４その他４.３５,１９４その他

１００.０１２１,２５４合　計１００.０１１９,８５２合　計

出所）総務省編『地方財政白書　平成２０年度版』日経印刷株式会社、１３９～１４０ページ参照。



　１）の保険税（料）は、被保険者が支払う保険税（料）である。保険者であ

る市町村は保険税、保険料のどちらの方式でも選択可能８であるが、全体の９�

割程度が保険税を採用している９。保険税（料）の賦課徴収に当たっては低所

得者に対する負担軽減措置や逆に負担額の多い世帯に対する賦課限度額措置が

設けられている。

　２）の国庫支出金は、①療養給付費等負担金、②財政調整交付金から構成さ

れている。①は療養給付に要する費用から一部負担金を除いたもの等と老人保

健拠出金（現在は前期高齢者納付金＋後期高齢者支援金）並びに介護納付金の

納付に要する費用との合計金額の一定割合（３４％）を交付する定率補助金であ

る。

　②は保険者間の財政力格差を是正するための交付金で、�）普通調整交付金と

�）特別調整交付金の２つから構成される。前者は調整対象収入額が調整対象需

要額に満たない保険者に対してその差額を調整する制度である（詳しくは、９５

ページ参照）。後者は災害等の特殊事情で保険税（料）の減免措置をとった場合

にその減収分を補填する制度である。

　３）の療養給付費交付金は退職者医療制度に基づく被用者保険からの交付金

で、定年退職を機に被用者保険から国保に移った被保険者の保険給付に使途さ

れる。

　４）の都道府県支出金には、都道府県財政調整交付金等が含まれる。これは

２００５年の三位一体改革を機に都道府県が保険者間の財政調整を行う目的で創設
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��本来、保険料として始まったが、１９５１年に国保税が創設されることになった。創設さ

れた理由は料より税の方が徴収成績の向上が期待されたからであり、実際、効果を挙

げることができた。新田秀樹『国民健康保険の保険者』信山社、２００９年、２０３ページ

参照。

��法形式上は保険料は国民健康保険法、保険税は地方税法を根拠しているが、実際的な

差異（例えば、賦課（課税）権の期間制限は保険料２年、保険税３年、徴収権及び還

付請求権の期間制限は保険料２年、保険税５年）は小さい。前掲書『国保担当者ハン

ドブック２００８』３４１～３４３ページ参照。

８

９



した制度である。三位一体改革では上記の国庫支出金の補助率を引き下げ、そ

の引き下げ分を都道府県に税源移譲することでこの都道府県調整交付金が創設

されたのである。

　５）の他会計繰入金には、保険基盤安定制度繰入金、財政安定化支援制度繰

入金等が含まれる。前者は保険者が低所得者に対して保険税（料）の負担軽減

をおこなった場合、その軽減分を補てんするために設けられた制度である。後

者は低所得者層や高齢者の割合の高さ等、保険者の責に帰さない財政事情を考

慮して設けられた財源補てん制度である。これらの制度は一般会計を経由して

国保特別会計に財源の繰入れを行っている。

２ ．国保財政の制度的工夫

　以上みてきたように、国保財政は非常に複雑な制度設計がなされていること

がわかろう。

　保険財政の仕組みをシンプルに考えれば、被保険者の疾病リスクに見合って

保険税（料）を設定すればよいことになる。しかし、国保の場合、そうしたシ

ンプルな制度設計は到底困難である。　　

　理由は冒頭でもふれたように被保険者の属性や保険者の規模にある１０。すな

わち、１）国保は農業者、自営業者の高年齢化が進んでいることに加え、被用

者保険から退職者が加入してくるため、被保険者の年齢構成が高く疾病率も高

くなっている点。２）被保険者の職業別構成も農業者、自営業者の割合は低く、

期間労働者（パート、派遣等）、無職者等の割合が高く保険税（料）の負担能力

が低くなっている点。さらに３）基本的に市町村を保険者の単位としているこ

とから保険者規模が多様で、零細な保険者が数多く存在しているため保険事故

のリスクをヘッジする能力が低くなっている点が挙げられる。
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��小松秀和「リスク構造から考える国保財政問題」『都市問題』第９８巻１０号、２００７年，

７３ページ、木村収「国民健康保険財政の現状と課題」『都市問題研究』第５２巻４号、

２０００年、２２～２９ページ参照。

１０



　

　

�

79国民健康保険制度と大都市財政（小泉）

図表２　国民健康保険の被保険者の年齢構成（２００５年度） （単位：千人）

割合
退職被保
険者等　

割合
一般被保
険者　　

割合全体

０.２１４９.２３,６８４７.７３,６９８１５歳未満

８.５６５２４６.５１８,６４４４０.４１９,２９６１５歳以上６０歳未満

９１.３７,０１３４４.３１７,７６８５１.９２４,７８１６０歳以上

１００.０７,６７８１００.０４０,０９７１００.０４７,７７５合　計

注）一般被保険者の中には、老人医療受給対象者を含む。
出所）厚生労働省『国民健康保険実態調査』平成１７年度
（�������������	
����
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�１５�８�����）

図表３　国民健康保険の被保険者の職業別世帯数、所得階級別世帯数（２００５年度） （単位：千人）

割合被用者割合
その他の
自営業　

割合
農林　
水産業

割合総数

１１.９６，６０６１２.５３,１５８３.８９４８１００２５,１７８総数

所得階級

１１.９７８３３.９１２４６.６６３２５.１６,３２５所得なし

７.１４６９５.９１８６１６.６１５７６.４１,６２２３０万円未満

４５.０２,９７５３９.３１，２４２４３.４４１１３８.２９,６２７３０万円以上２００万円未満

１５.５１,０２３１６.０５０５１１.０１０４１０.７２,７００２００万円以上３００万円未満

９.８６４９１６.２５１２１０.１９６７.３１,８４８３００万円以上５００万円未満

５.９３８８１３.６４２９９.０８５４.８１,２０６５００万円以上

４.８３１９５.１１６０３.４３２７.３１,８５０所得不詳

割合不明割合無職割合その他

９.５２,３９８４１.７１１,４４１９.２６２９総数

所得階級

２１.９５２４４１.７４,７７３９.２５８所得なし

３.５８３６.０６８６６.５４１３０万円未満

１９.０４５５３７.５４,２８５４１.５２６１３０万円以上２００万円未満

５.２１２４７.５８５８１３.７８６２００万円以上３００万円未満

４.３１０２３.６４１５１１.８７４３００万円以上５００万円未満

３.３７９１.２１４１１３.５８５５００万円以上

４３.０１,０３１２.５２８３３.８２４所得不詳

出所）図表２に同じ



　以上のことを、図表２～４を見ながら確認しておく。まず１）の高年齢化（図

表２）についてである。６０歳以上の国保の被保険者数（本人と家族）は２�４７８万

人で全体の実に５１�９％を占める。これは、一般被保険者の中に、７５歳以上の老

人医療受給対象者と退職被保険者が含まれているため、高齢者の割合が高く

なっているのである。

　次に、２）の被保険者の職業構成である（図表３）１１。国保の被保険者の職業

別世帯数を見ると、農林水産業９４�８万人、その他の自営業者３１５�８万人の合計割

合は全体の１６�３％に過ぎず、被用者（６６０�６万人）、無職（１�１４１�１万人）を合計

した割合（５４�２％）の方が圧倒的に大きい。後者の所得階層は所得なしか２００万

円未満の低所得層が多い。このため、国保全体の所得水準も低くなっているの

である。

　さらに、３）の保険者の規模である（図表４）。２００６年度末では被保険者５万

人未満の市が５９２、５万人以上１０万人未満の市が１１１、１０万人以上の市が６４、１５

大都市及び特別区が３８、そして町村が１�０１３である。保険者ごとの平均加入世

帯数を見ると、町村は２�６６６世帯に対して市計が２万８�３３３世帯、１５大都市及び

特別区は１７万２�９９２世帯と保険者規模に大きな格差が見られる。
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図表４　被保険者の規模（２００６年度）

平均世帯数加入世帯数保険者数区　　　分

１２,０９９７,１６２,４１８５９２５万人未満の市

３５,４９４３,９３９,７９０１１１５万人以上１０万人未満の市

８０,４９９５,１５１,９５１６４１０万以上の市

１７２,９９２６,５７３,７００３８１５大都市及び特別区

２８,３３３２２,８０７,８５９８０５市計

２,６６６２,７００,３８７１０１３町村

１４,０３１２５,５０８,２４６１８１８市町村計

注）平均世帯数＝加入世帯数／保険者。
出所）国民健康保険中央会編集『国民健康保険の実態　平成１９年度版』国民健康保
険中央会、都道府県国民健康保険連合会、平成２０年度、慨２ページ参照。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

��１９６５年は農林水産業４２�１％、その他の自営業２５�４％、被用者２４�１％、無職６�６％の構成

であった。

１１



　さて以上の保険者が直面する諸問題に対して国保は幾つかの制度上の工夫を

施している。

　第１に、高齢者の割合が高いという問題に対して、国は療養給付費交付金を

設け、被用者保険に退職後国保に加入する者（退職者医療制度）の医療費負担

を求めているのである。

　また、より疾病リスクがより高くなる７５歳以上の高齢者に関しては国保から

切り離し老人保健制度（２００８年度から７５歳以上に対して後期高齢者医療制度）

を設けている。老人保健制度の財源は公費と各医療保険者（被用者保険、国保）

からの拠出金により賄われているが、各医療保険者間の拠出金の配分は老人加

入率の全国平均値に各保険者の１人当たりの医療給付費を乗じて決定されてい

る。このため、国保は全国平均よりも高齢者の比率が高いにもかかわらず拠出

額は低くなり負担は軽減されることになる１２。

　第２に、被保険者の低負担能力に対する問題である。国保の被保険者は他の

医療保険の被保険者と比べ事業主負担がない１３。しかも被保険者の所得水準は

低い。これに対応するため、大雑把に言って、保険給付費（医療費－患者の自己

負担）等の５０％を国庫支出金と都道府県調整交付金で賄えるように設定されて

いる。具体的には、国庫支出金中の療養給付費等負担金で３４％、財政調整交付

金で９％、都道府県調整交付金で７％の財源が調達される仕組みとなっている。

　ところで、国庫支出金と都道府県財政調整交付金を除いた残りの５０％につい
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��２００６年の老人加入率の平均は１１�４％に対して、国保は２２�９％、政府管掌保険４�６％、組

合管掌保険２�１％。老人保健拠出金を通じて大都市のサラリーマンの保険料は高齢化

が進んだ過疎の医療費を補うため、地域間再分配効果をもつという指摘もある。櫻

井潤「医療保険」渋谷博史、根岸毅宏、木下武徳『社会保障と地域』学文社、２００８年、

７３ページ。

��戦前の制度発足当初から事業主負担が無い点、農村が貧困である点から公費負担（保

険給付補助）がなされてきた。永廣顕「医療保険と国庫負担『グローバル化と福祉国

家財政の再編』東京大学出版会、２００４年。一方、国庫負担に対する批判もある。漆博

雄「国保健康保険および老人保健制度の財源問題」社会保障研究所編『社会保障の財

源政策』東京大学出版会、１９９４年。

１２

１３



ては保険税（料）で財源が調達されることになる。いわば、「量出制入」原則

（保険給付費等－国、都道府県支出金）に従い各保険者の保険税（料）率が決

定されることになるが、個々の被保険者にとって負担が重い場合、地方税法第

７０３条の５（国保料の場合は国保法施行令第２９条の７）で保険税（料）が軽減さ

れることになる１４。しかし保険税（料）の軽減は、「量出制入」原則の下では他

の被保険者の負担を増加させることになるので、軽減分は先にも述べたように、

保険基盤安定制度から補填されることになる。保険基盤安定制度の財源は都道

府県３／４、市町村１／４�１５で、保険者たる市町村の負担は１／４に抑えられ

ているのである。しかも、市町村の負担分については地方交付税による財源措

置がある１６。

　さらに第３に、保険者規模に伴う問題への対応である。大数原則からすると

保険者は小規模化すればするほど予期せぬ疾病リスクの発生率が高まり財政が

圧迫される可能性が高くなる。保険者の規模を大きくするには保険者の広域化

が必要であるが、国保の広域連合化はほとんど稀である１７。このため、小規模保

険者のリスクに対しては既存の保険者の枠組みで対応せざるをえないが、保険

者間の再保険事業である高額医療費共同事業がその役割を担っているのである。
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��所得が一定以下の低所得者には、保険税（料）に占める応益課税分を一定割合軽減し

ている（例えば、所得が３３万円以下の場合、均等割額、世帯別平等割額のそれぞれ

７０％を軽減）。

��従来は国１／２、都道府県１／４、市町村１／４の負担割合が三位一体改革を契機に

変更。

��市町村の基準財政需要額中の保健衛生費の細目３）国民健康保険医療助成費で需要額

を計上している。

��保険者が広域連合の形態を取っているものとして、北海道の空知中部広域連合（歌志

内市、奈井江町、上砂川町、浦臼町、新十津川町、雨竜町）、大雪地区広域連合（東川

町、美瑛町、東神楽町）、後志広域連合（島牧村、黒松内町、蘭越町、ニセコ町、真狩

村、留寿都村、喜茂別町、京極町、倶知安町、共和町、泊村、神恵内村、積丹町、古

平町、仁木町、赤井川村）がある。保険料の算定方式の統合が課題とされる。田中敏

「国民健康保険制度の現状と課題」国立国会図書館『調査と情報』第４８８号、２００５年。
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Ⅱ．国保財政の状況と大都市

１ ．国保財政の状況

　次に、最近の国保財政の推移についてみていくことにする。図表５、６はこ

の１０年間の事業勘定の歳入・出の推移である。歳出合計額は１９９６年度の７兆

１�４７７億円から２００６年度の１１兆９�８５２億円と１�６８倍に増加している。歳出の６割

程度は保険給付費で占められているが、１９９６年度の５兆９２７億円（６８�１％）から

２００６年度に７兆７�７６５億円（６４�９％）と割合が低下している。次に割合の高い老

人保健拠出金は１９９６年度１兆９�２６０億円（２４�８％）から２００２年度３兆４７２億円

（３２�４％）までに増加したものの、２００２年度１０月の医療制度改正（老人医療保

健の対象を７０歳から７５歳に段階的に引き上げ）を機に減少し、２００６年度には２

兆２�５７０億円（１８�８％）と低下している。一方、２０００年から介護保険の導入に伴

い介護給付納付金が支出され、２０００年度３�８９７億円から２００６年度には７�１２２億円

と増加している。

　一方、歳入合計額は１９９６年度の７兆７�０２９億円から１２兆１�２５４億円と１�５７倍に

増加している。歳出よりも伸び率が低い。主な歳入は保険税（料）と国庫支出

金である。１９９６年度では保険税（料）は２兆７�３０８億円（３５�５％）、国庫支出金

は２兆７�５７４億円（３５�８％）でこの２つで歳入の７割を占めていたが、２００６年度

には保険税（料）は３兆７�１５５億円（３０�６％）、国庫支出金は３兆２�８１７億円

（２７�１％）となり６�割弱に割合が低下している。

　反対にこの間大きく増加したのが療養給付費交付金で１９９６年度８�８９１億円

（１１�５％）から２００６年度２兆３�４３３億円（１９�３％）に伸びている。被用者保険か

らの退職者の増加が原因である。

　また、都道府県支出金は、都道府県調整交付金が創設されたことで２００５年度

から急増し２００４年度６５８億円（０�６％）から２００６年度には５�５３３億円（４�６％）と

なっている。さらに他会計繰入金は１９９６年度８�１３２億円（１０�５％）から２００６年度

１兆１７６８億円（９�７％）とこの間１割程度を維持している。
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図表５　国民健康保険事業の歳出の推移

出所）各年度の総務省編『地方財政白書』より作成。

出所）図表５に同じ。

図表６　国民健康保険事業の歳入の推移



　次に事業勘定の収支について見ていく。国保の事業勘定の収支を示す指標は

実質収支と再差引収支の２つである。

　実質収支とは、①歳入歳出差引額－②繰越又は支払繰延＋③繰越又は支払繰

延された療養諸費等に対する療養給付費等国庫負担金・療養給付費交付金で算

出される。つまり、①の形式収支（＝歳入歳出差引額）から②翌年度の支払い

分（＝繰越又は支払繰延）を差し引き、②の財源の中に国からの国庫負担金と

被用者保険からの交付金（つまり③）が含まれている場合はそれらを加え、実

質収支を算出しているのである。　　　　

　一方、再差引収支は、実質収支－（①財源補てん的な都道府県支出金＋②財

源補てん的な他会計繰入金）＋③財源補てん的な繰出金で算出される。①、②

は歳入に、③は歳出に既に計上されており、この①、②を実質収支から再度差

し引き、③を加えることで財源補てんがなされなかった場合の収支を明らかに

するものである。

　前者の実質収支が赤字の場合は、翌年度の歳出から繰上充用されることにな

る。財政健全化法では実質収支の赤字を連結実質収支の赤字に加えることにし

ている。一方、後者の再差引収支は、国保の黒字団体か赤字団体かの区分を示

す指標として使われている。

　図表７に示すように、全市町村合計の実質収支はこの１０年間黒字を維持して

いるが黒字額は２０００年度をピークに小さくなっている。２０００年度２�８３９億円か

ら２００６年度１�３４５億円とほぼ半減している。一方、再差引収支はこの１０年ずっ

と赤字を継続しており、しかも２００１年度以降、赤字額は増加傾向にある。２００１

年度－９４１億円から２００６年度－３�０３４億円に赤字額が増加しているのである。

　それにともなって赤字団体の割合も増加している。２００６年度の赤字団体の割

合は４１�６％で、１９９６年度（２３�５％）と比べると２倍近く増加していることにな

る。団体別に見ると市、町村とも赤字の団体の割合が増加傾向にあるが、町村

の赤字団体の割合が３４�９％に対して市のそれは５０�１％に及ぶ。さらに、市を大

都市、中核市、特例市、都市に分類して赤字団体の割合を見ると都市規模が大

きくなればなるほど、赤字団体の割合が高くなっている。大都市で１００％（１５団

体／１５団体）、中核市７５�７％（２８団体／３７団体）、特例市７９�５％（３１団体／３９団体）、
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都市４６�３％（３２０団体／６９０団体）である１８。

　図表８は大都市国保の状況を見たものである。大都市では実質収支の点でも

再差引収支の点でも赤字が慢性化しており、国保財政の悪化が明らかとなって

いる。実質収支額は１９９６年度－９４億円の赤字が２００６年度には－５１１億円に増大

し、再差引収支も同期、－１�２０６億円から－１�７６５億円に赤字が増大している。

収支の均衡化は主に財源補てん的な他会計からの繰入金（���欄の繰入金）で行

われている。２００５年度以降、財源補てん的な都道府県支出金（���欄の財政援助）

の割合が増加しているのは都道府県調整交付金が創設されたためである。

　先にも述べたように、財源補てん的な他会計繰入や都道府県支出金で補てん

されてもなお発生する赤字が実質収支の赤字である。この実質収支の赤字は前

年度繰上充用金によって補てんされるが、２００６年度には５６２億円にも及ぶ。大

都市の国保歳出額（２兆１�２８２億円）の２�６％に過ぎないが、金額的には増加傾

向にある（１９９７年１�５％）。

�
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��総務省前掲書、資１１６ページを参照。１８

図表７　国民健康保険事業の収支状況（事業勘定） （単位：１００万円）

町　村市全市町村再差引
収支

実質
収支 割合全団体赤字団体割合全団体赤字団体割合全団体赤字団体

１５.５２,５６１３９６３８.５６８８２６５２０.３３,２４９６６１�７０，１６４２４９,１７８１９９５

１８.５２,５５７４７２４２.３６９２２９３２３.５３,２４９７６５�１１９，６３１２２４,４２８１９９６

１４.８２,５５５３７７３８.２６９４２６５１９.８３,２４９６４２�４８，８８９２９５,３５６１９９７

１６.６２,５５５４２３４１.５６９４２８８２１.９３,２４９７１１�１１５，８６３２１８,４５３１９９８

１６.９２,５５１４３０４３.４６９６３０２２２.５３,２４７７３２�１２０，７９５２３４,９６０１９９９

１４.３２,５５０３６４３８.６６９５２６８１９.５３,２４５６３２�７０，８５１２８３,９４９２０００

１４.７２,５４４３７５３９.７６９７２７７２０.１３,２４１６５２�９４，８２１２６６,７７４２００１

１８.１２,５３０４５８４６.６７００３２６２４.３３,２３０７８４�１６８，２１８１９６,５６２２００２

２３.１２,４３６５６３５４.１７１４３８６３０.１３,１５０９４９�２６０，３８４１４３,４４８２００３

２７.７１,７８２４９４４７.９７５８３６３３３.７２,５４０８５７�２４１，７８８１５０,５０４２００４

３４.６１,０４２３６１４９.８８０２３９９４１.２１,８４４７６０�３２７，４３６１３１,６９０２００５

３４.９１,０２０３５６５０.１８０７４０４４１.６１,８２７７６０�３０３，４２３１３４,７７２２００６

出所）各年度版の『地方財政白書』より作成。



　さらに、図表９で１５大都市の個々の収支状況を見たものである。２００８年度の

実質収支は１５大都市合計で赤字であったが、個別にみると札幌市（－７７�７億円）、

大阪市（－３８０�１億円）、京都市（－８５�１億円）、堺市（－４０�７億円）、福岡市（－

６２�６億円）の５市のみが赤字であった。このうち堺市を除く４市は過去５年間

赤字が慢性化しているのである。これらの４市－とりわけ大阪市－の赤字額が

巨額であることと他市の黒字額が僅少であることが大都市全体の実質収支を赤

字にしているのである。
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図表８　大都市の国民健康保険事業の収支状況（事業勘定） （単位：１００万円）

割合歳出額前年度繰上再差引収支繰出金繰入金財政援助実質収支赤字団体
ｅ／ｆｆ充用金　ｅａ－ｂ－ｃ＋ｄｄｃｂａ

０.８１１,０８３，５８０８,７５７�１０３，６８２７,９２８１１０,３４６３,４４４２,１８０１２（１２）１９９５

０.９４１,１３４，６３１１０,６５７�１２０，６１０８,５１８１１６,３１４３,３９２�９,４２１１２（１２）１９９６

１.５１１,１６１，５３１１７,５８０�１１１，２６４７,９４１１１１,１９１３,５６１�４,４５３１２（１２）１９９７

１.３９１,２２１，３５１１７,０１４�１３６，４４８６,８８９１１２,２５８２,９５２�２８,１２７１２（１２）１９９８

２.２３１,３１３，５７１２９,２８９�１４３，５７７７,３３５１２０,１６５２,７２７�２８,０２０１２（１２）１９９９

２.３６１,３７７，９６０３２,５５８�１５０，５１６７,２８１１２２,１８０２,３２０�３３,２９７１２（１２）２０００

２.４３１,４７５，４２９３５,８６０�１６４，７０６７,４４８１３３,６０８２,２６７�３６,２７９１２（１２）２００１

２.７４１,４８７，５３１４０,８１７�１７９，４２５６,６９２１３７,２２２２,０２４�４６,８７１１２（１２）２００２

２.７０１,７１０，５８７４６,１７０�１８９，５８０８,３８１１４１,３５１７,３２８�４９,２８２１３（１３）２００３

２.９５１,７６４，５０４５１,９７５�１７５，６１２８,３９３１３１,５８２７,５４５�４４,８７９１３（１３）２００４

２.５６１,９１６，５４１４８,９９９�１８８，７５８９,５３１１３３,１６８２２,３４９�４２,７７３１４（１４）２００５

２.６４２,１２８，２０２５６,２３２�１７５，４６８１８,２２５１２８,０７２１４,５６７�５１,０５５１５（１５）２００６

出所）各年度版の地方財務協会『地方財政統計年報』より作成。



２ ．大都市における国保財政の状況

　大都市の国保財政はその他の団体と比べ、財政状況が厳しい傾向にある１９。

88 アドミニストレーション第１６巻１号

図表９　大都市の国保財政の収支状況 （単位：１００万円）

横浜市千葉市仙台市札幌市

再差引収支実質収支再差引収支実質収支再差引収支実質収支再差引収支実質収支

�１９,０７３�２,１８４�３,５９５０�３,５３６０�１７,４１４�２,９０９２００４

�２０,５９５�２,２８６�４,５９００�３,８２３５５�１６,７０３�７６０２００５

�１８,４５２６３�４,０７０－�２,７６７１２�１７,１６２�２,９６５２００６

�１４,０００４,６６９�４,７１７－�３,２７３１５�１６,３４１�７３４２００７

�１０,３３２４,７７１�４,４５５４５１�２,７７８５０８�１２,４５５�７,７７３２００８

名古屋市静岡市さいたま市川崎市

再差引収支実質収支再差引収支実質収支再差引収支実質収支再差引収支実質収支

�２２,９０１１８９＊＊＊＊�１１,１９９６８２００４

�１９,８９１１,８０９＊＊�２,９７４４６８�１３,０３３０２００５

�１５,４２４２,６１７＊＊�２,９８０６４７�１１,６２９－２００６

�２３,７４５－９７０２,５４３�６,２２２１７８�９,８８３－２００７

�１４,８２３２,３０１�１,９２９２,３９７�４,５３８４１２�１１,３５４－２００８

神戸市京都市堺市大阪市

再差引収支実質収支再差引収支実質収支再差引収支実質収支再差引収支実質収支

�７,７６９�９１３�１３,６８７�９,５７１＊＊�５８,７２４�３１,０１４２００４

�８,９９８�５２１�１４,９１１�１０,７５４＊＊�６０,１３９�３３,７７８２００５

�６,８４４－�１４,５９１�１０,６３０＊＊�５８,５６５�３２,００９２００６

�５,００８－�１７,８６０�９,４５８＊＊�６１,６７５�３６,０６１２００７

�３,４０２－�１８,１０３�８,５１０�４,６９２�４,０７３�６１,６６２�３８,０１８２００８

福岡市北九州市広島市

再差引収支実質収支再差引収支実質収支再差引収支実質収支

�１１,３４９�２,１５８�６,９９４７１０�３,１８４０２００４

�１３,３４０�４,３９５�７,８６８３６０�２,７１４０２００５

�１４,３５８�４,９３４�５,７７７２,３１８�２,９９３－２００６

�１５,６２９�５,９９４�６,７７９１,９３３�２,７６０－２００７

�１５,４０７�６,２６２�５,１４４２,８０１�４,３９３－２００８

注）＊は政令市移行前を示す。
出所）各年度版の総務省『市町村決算カード』（������������	
�
��	�
�������
	��	������������	�
���
）より
作成。



厚生労働省の『国民健康保険実態調査』（２００６年度）では保険者の規模に応じて

国保財政の状況を比較している。大都市は被保険者２０万人以上が加入している

保険者として分類されている。２００６年度では２８の保険者がこれに該当する。１５

大都市以外の保険者も含むが、ひとまず大都市の国保の特徴を示すことができ

よう。

　さて、２０万人以上の保険者の特徴を挙げてみていくことにする。

　第１は、保険者の数は２８で全体の１�５％の割合しか占めないが、被保険者数の

２３�３％、世帯数の２４�８％を占めている（図表１０）。大都市国保の規模の大きさを

示すことができる。また規模の巨大さゆえ、少数の大都市国保の状況が国保全

体の状況に大きく反映することになる。

�

89国民健康保険制度と大都市財政（小泉）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

��なお、この傾向は１９６０年代から指摘されていた。「５大市では一般市町村の数倍にあ

たる一般財源の持ち出しによって、国保経済は維持されている・・・町村、都市、大

都市というように都市化の度合いが高まるにしたがって財政収支の状況が困難と

なっている」。その要因として、国保事務費が一般市町村に比して高いが国庫補助が

薄い、保険料が急増する医療給付費にリンクしていないといった原因があった。ま

た、大都市国保特有の問題として、転出入人口の多さと他の社会保険の移動の激しさ

により被保険者の把握が困難なことも挙げられていた。竹村保治「大都市における

国民健康保険運営上の若干の問題点について」『都市問題研究』第１５巻２号、１９６３年、

４５ページ参照。

１９

図表１０　保険者規模別の保険者数・国保加入世帯数 （２００６年度）

割合被保険者割合国保世帯数割合保険者数
（千人）（千世帯）

３.１１,４７６２.８７０９２９.８５４６５千人未満

５.６２,６９９５.２１,３１８２０.１３６９５千～１万人

３２.８１５,７３７３１.２７,９５５３８.７７０９１万～５万人

１６.５７,９０７１６.７４,２５３６.３１１６５万～１０万人

１８.６８,９２７１９.４４,９３５３.５６５１０万～２０万人

２３.３１１,１８５２４.８６,３３１１.５２８２０万人以上

１００.０４７,９３１１００.０２５,５００１００.０１,８３３全体

出所）厚生労働省『国民健康保険実態調査　２００６年度』表２１－１より作成。
�������������	��
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　第２に、被保険者の平均所得は１８８万円と他の保険者と比べ最も高い（図表

１１）。その反面、所得なしの割合も２８�０％と高く、被保険者全体の１０�１％が所得

不詳になっている２０。大都市部の所得格差の高さを窺い知ることができる。ま

た、保険者の職業別構成をみると、農林水産業の割合が低く（０�５％）、その他

の自営業者（１５�６％）、被用者（２８�３％）の割合が高い。被用者に就業が不安定

な期間労働者も多く含まれることから所得なし、所得不詳の層が多いことが推

測される。
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��平均所得は所得不詳を除き算出されている。２０

図表１１　保険者規模別の所得構成・職業別構成（２００６年度）　　

２０万人以上１０万～２０万人５万～１０万人１万～５万人１万人未満総数

１,８８０１,６４１１,６０６１,５６９１,５０６１,６６７平均所得（千円）

１００.０％１００.０％１００.０％１００.０％１００.０％１００.０％所得階級構成

２８.０　２７.９　２７.３　２６.２　２８.５　２７.４　所得なし

６.０　６.２　６.２　７.４　８.８　６.８　３０万円未満

３７.６　３９.９　４１.２　４１.６　４０.８　４０.１　３０万円以上２００万円未満

２１.９　２０.８　２０.７　２０.２　１７.７　２０.７　２００万円以上５００万円未満

６.４　５.０　４.７　４.６　４.２　５.２　５００万円以上

１０．１　６.５　６.５　４.９　３.４　６.８　所得不詳

１００.０％１００.０％１００.０％１００.０％１００.０％１００.０％職業別構成

０.５　１.３　３.０　６.７　１２.９　４.０　農林水産業

１５.６　１４.６　１４.０　１４.２　１２.９　１４.５　その他の自営業者

２８.３　２４.５　２４.２　２１.８　１７.５　２４.１　被用者

３.０　３.８　１.７　２.１　２.３　２.６　その他の職業

５２.６　５５.７　５７.０　５５.２　５４.４　５４.８　無職

注）所得階級構成については擬制世帯を含むが職業別構成には含まない。所得不詳の割合は所得構成割合か
ら除く。全体に占める割合を示す。
出所）厚生労働省（２００６）表５、表１３より作成。



　第３に、保険者の保険税（料）算定額（１世帯当たり）は２１万９�０１９円と最も高

い（図表１２）。平均所得の高さを反映していると言えるが、保険税（料）調定額で

は１４万２�０１９円と全体の平均額（１４万３�３０４円）と比較して低い。つまり、大都市

の場合、この算定額に対する調定額の割合（�）／�））が最も低いのである（６４�８％）。

保険税（料）の調定額が算定額より低くなるのは低所得層向けの保険税（料）の

軽減、減免、高所得層向けの賦課限度額といった措置があるからであるが、大都

市の場合、賦課限度額の措置（２８�６７％）が調定額を大きく引き下げる要因となっ

ている。反面、保険税（料）の軽減措置は他の保険者と比べもっとも低い（５�９７％）。
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図表１２　保険者規模別の保険税（料）の賦課状況（２００６年度）

２０万人以上１０万～２０万人５万～１０万人１万～５万人１万人未満５千未満総数

１４２,０１９１４３,３３０１４３,７７２１４５,０９１１４１,３２４１３５,４２５１４３,３０４保険税（料）調定額（円）ａ）

２１９,０１９１９４,０８６１９１,５５１１７８,７１５１７１,４３５１６７,３３９１９３,１４５保険税（料）算定額（円）ｂ）

６４.８７３.８７５.１８１.２８２.４８０.９７４.２調定額／算定額　ａ）／ｂ）

５.９７７.０８６.７５８.２１０.１４１１.４４７.２８保険税（料）の軽減割合　ｅ）

２８.６７１８.８１１７.８９１０.５４７.４２７.６３１８.２７保険税（料）の賦課限度割合ｆ）

０.５１０.２６０.２１０.０７０.００.００.２５減免額ｇ）

３５.１５２６.１５２４.８５１８.８１１７.５６１９.０７２５.８ｅ）＋ｆ）＋ｇ）

注）調定額、算定額は１世帯当たりで算出。
出所）厚生労働省（２００６）表２１－１より作成。

図表１３　保険者規模別の保険税（料）の賦課状況（２００６年度）

２０万人以上１０万～２０万人５万～１０万人１万～５万人１万人未満５千未満総数

１４２,０１９１４３,３３０１４３,７７２１４５,０９１１４１,３２４１３５,４２５１４３,３０４保険税（料）調定額（円）

調定額階級別保険者構成（％）

－－０.９３.２６.０１８.７８.１１０万円未満

－１３.８１１.２１２.４１７.３１９.０１５.２１０～１２万円

３５.７１８.５２５.９２４.４２５.２２３.４２４.３１２～１４万円

５０.０４９.２４０.５３０.６２５.７１７.６２７.３１４～１６万円

１４.３１８.５１９.８２１.６１７.１１０.６１７.１１６万～１８万円

－－１.７６.３６.２６.６５.８１８万～２０万円

－－－１.４２.４４.０２.２２０万円以上

注）調定額は１世帯当たりの金額。
出所）厚生労働省（２００６）表２１－１、２４－１より作成。



　第４に、保険税（料）調定額の設定の幅は、他の保険者と比べ狭い（図表１３）。

保険税（料）調定額は１２万円から１６万円の層に８５％の保険者が集中している。逆

に保険者規模が小さくなるにつれ、１０万円未満の層、２０万円以上の層まで設定

の幅が広がり、保険税（料）格差が大きくなっていく傾向にある。ここから保

険者の大規模化は保険料格差を平準化させることが示唆される。

　第５に、保険税（料）の賦課徴収方式は保険料方式を採用している保険者大

半である（図表１４）。保険税を採用している保険者の割合は１０�７％にすぎない。

また、課税方式は資産割を含む４方式（所得割、資産割、均等割、平等割）の

採用は大きく減少し２方式（所得割、均等割）と３方式（所得割、均等割、平

等割）が中心で、保険税（料）の算定額に占める所得割の割合（６６�５％）も高

くなる。こうしたことから大都市では所得割の比重の高さゆえに負担の累進性

が強くなり、賦課限度額による軽減措置が強く働く半面、世帯割、均等割の割

合が低いゆえに負担の逆進性が弱まるため、保険税（料）の軽減措置の割合が

低いことになることが指摘されている２１。
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��小松秀和『日本の医療保険制度と費用負担』ミネルヴァ書房、２００５年、５１～５３ページ

参照。

２１

図表１４　保険者規模別の保険税（料）の賦課方式（２００６年度）

２０万人以上１０万～２０万人５万～１０万人１万～５万人１万人未満５千未満総数

２８６５１１６７０９３６９５４６１,８３３保険者数

１０.７３８.５５７.８８９.３９４.６９５.２８７.１保険税の課税者の割合

１００１００１００１００１００１００１００課税方式の採用割合

１０.７２１.５５０.９７８.４９１.１９２.７８０.４　　　　４方式

５３.６６１.５３７.９２０.６８.７６.８１７.１　　　　３方式

３５.７１６.９１１.２１.００.３０.５２.５　　　　２方式　

１００１００１００１００１００１００１００保険税（料）算定額構成割合

６６.５６２.１５９.９５１.７４６.１４５.４５８.８　　所得割額

０.７１.８５.１８.２１０.１１０.３４.５　　資産割額

２４.４２５.１２４.３２６.７２８.６２９２５.５　　均等割額

８.４１１１０.７１３.４１５.１１５.３１１.２　　平等割額

出所）厚生労働省（２００６）表２１－１より作成。



　第６に、保険税（料）の収納率は、他の保険者と比べ低い（図表１５）。７１�４％

の保険者が保険税（料）の収納率が９０％未満である。保険税（料）収納率は保

険者規模が大きくなればなるほど低くなる傾向にある。ちなみに大都市の保険

者の中で収納率の低いものをあげると、大阪市（８３�６％）、札幌市（８４�１％）、

仙台市（８６�０％）、福岡市（８６�６％）、さいたま市（８７�１％）である２２。

　なお、図表１６に示すように、保険税（料）調定額と収納率の関係性は見られ

にくい。通常、保険税（料）が低ければ収納率が高くなる傾向が予想されるが、

保険税（料）調定額が低位にあっても（１３�５万円未満）、収納率が低い（８８％未

満）団体は少なくない（例えば、調定額１３�５万円未満で、収納率は８８％未満の

団体は２８団体中７団体）。低収納率の背景には、被保険者の所得格差や大都市

特有の人口構造（移動性の高さ）等の要因があり、低水準の保険税（料）が収

納率の向上に直接結び付かないことが予想される。

　次に別の統計で、大都市の国保財政の状況についてみておくことにする。国

民健康保険中央会編『国民健康保険の実態』は市町村別に国保の歳入、歳出決

算額について示している。大都市は特別区と合算してあるが、先のデータとと

もに大都市国保の財政状況について知る手がかりとなる。
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図表１５　保険者規模別の保険税（料）の収納率（２００６年度）

２０万人以上１０万～２０万人５万～１０万人１万～５万人１万人未満５千未満

２８６５１１６７０９３６９５４６保険者数

７１.４５５.４４４.８１９.２７.９３.５９０％未満

２８.６４３.１４４.０５１.８３３.９１８.９９０～９４％

－１.５１０.３２５.１３８.８３１.１９４～９６％

－－０.９３.７１５.７２６.０９６～９８％

－－－０.３３.８１６.７９８～１００％

－－－－－３.８１００％

出所）厚生労働省（２００６）表２１－４より作成。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

��厚生労働省『平成１８年度国民健康保険（市町村）の財政状況について（速報）』

（�������������	��
��������
���２００８�０１���０１１５�１�����）。

２２



　図表１７は団体別の国保の歳入、出構成の違いを見たものである。歳出は団体

別に見ても際立った違いはない。どの団体も保険給付費が６割、老人保健拠出

金が２割、介護納付金と共同事業拠出金を合わせたものが１割程度である。違

いがあると言えばその他中の前年度繰上充用金の割合である。大都市の国保財

政の悪化を反映して、１５大都市等の割合は１�９％と高い。

�
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図表１６　２０万人以上の被保険者の保険税（料）の調定額と収納率の関係

保険税（料）収納率１世帯当たりの保険

９２～９４％９０～９２％８８～９０％８６～８８％８４～８６％～８４％未満税（料）調定額（万円）

１２１２～１２.５

１　　１１１２.５～１３

１１１１１３～１３.５

１３.５～１４

１２１２１１１４～１４.５

１１１１４.５～１５

１１５～１５.５

１１１５.５～１６

１１１６～１６.５

１１６.５～１７

１１７～１７.５

出所）厚生労働省（２００６）表７より作成。

図表１７　保険者別の国保歳出構成（２００６年度） （単位：％）

その他
共同事業
拠出金

介護
納付金

老人保健
拠出金

保険
給付費

前年度繰
上充用金

１.１４.２５.９５.９１９.０６５.０市計

０.５４.１６.６６.２１７.８６５.３町村計

１.１４.０６.１６.０１８.９６５.０市町村合計

１.９５.２５.８５.７２０.０６３.３１５大都市及び特別区

出所）国民健康保険中央会編集『国民健康保険の実態　平成１９年度版』国民健康保険中央会・都道府県国民
健康保険団体連合会、２００８年、概１２、１３ページ参照。



　一方、歳入面は、１５大都市等は保険税（料）の割合はほとんど他の団体と遜

色ないが国庫支出金の割合が低い。市計が２６�８％（５万人未満の市では２７�７％、

５～１０万人未満の市では２６�７％）、町村計が２９�３％に対して、１５大都市等は

２６�２％である。この差は国庫支出金中の普通調整交付金によるもので、団体規

模に反比例して交付金の割合は減少している。町村では７�２％、５万人未満の

市６�１％、５～１０万人未満の市５�１％に対して、１５大都市等では３�７％と低い。

　普通調整交付金は下の算定式で示すように、調整対象需要額と調整対象収入

額の差額の一定割合が交付されるため、調整対象収入額が多いことが予想され

る大都市より少ない町村に交付額が多く配分される仕組みとなっている。

普通調整交付金の交付額＝調整基準額（＝調整対象需要額－調整対象収入額）

×対予算率�保険税（料）収納率による減額率２３。
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図表１８　保険者別の国保歳入構成（２００６年度） （単位：％）

共同事業
交付金

都道府県
支出金

療養給付
費交付金

国庫
支出金

保険税
（料）

調整交付金（普
通調整交付金）

療養給付費等
負担金

５.９４.６１９.６５.８（４.９）２０.６２６.８３０.９市計

６.３４.８１７.６８.２（７.２）２０.７２９.３２９.１町村計

６.０４.６１９.４６.１（５.２）２０.６２７.１３０.７市町村合計

５.９４.７１８.１４.３（３.７）２１.５２６.２３０.３１５大都市及び特別区

その他
一般会計
繰入金 その他

出産育児
一時金

職員
給与費

財政安定
化支援

保険基盤

２.５３.２０.４１.５０.７３.８９.７市計

５.４１.２０.３１.２０.９３.９７.５町村計

２.８３.００.４１.４０.８３.８９.４市町村合計

１.６６.４０.４１.８０.８３.８１３.２１５大都市及び特別区

注）保険基盤には軽減分と支援分の合計割合を示す。基準超過費用は全保険者割合が０�０％なので割愛した。
出所）図表１７に同じ。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

��国民健康保険中央会前掲書を参照。普通調整交付金についての文献とし、地方自治

協会編『医療保険に関する財政調整の研究－国民健康保険財政の安定化に向けて』地

方自治協会、１９９０年がある。

２３



　　　調整対象需要額＝総医療費－一部負担金－定率国庫負担金。

　　　調整対象収入額＝応能割保険税（料）額＋応益割保険税（料）負担額。

　また、徴税努力を評価するため、算定式の中に保険税（料）収納率による減

額率が乗ぜられているが、このことも大都市に不利となる。なぜなら大都市は

先にも見たように保険税（料）収納率の低いため、この減額ペナルティーが課

されるからである。減額率は一般被保険者数が１０万人以上である市町村の場合、

収納率８８％以上９０％未満５％、８５％以上８８％未満７％、８２％以上８５％未満９％、

７９％以上８２％未満１１％、７６％以上７９％未満１３％、７５％以上７６％未満１５％、７５％

未満２０％である２４。先に示した保険税（料）収納率からすると、大阪市、札幌

市では９％もの減額率が適用されることになる。

　歳入面でもう一つ注目すべきことは一般会計繰入金の割合の高さである。町

村計７�５％、市計９�７％に対して、１５大都市等では１３�２％を占める。一般会計繰入

金は１）保険基盤安定繰入金、２）財政安定化支援制度繰入金、３）職員給与

費に関する繰入金、４）出産育児一時金等に関する繰入金、４）基準費用超過

額に関する繰入金、５）その他に分類されるが、１）～５）の繰入金の割合に

ついては団体間で大きな差がないが、５）の割合については大都市等で６�４％と

顕著に高い。

　繰入金の性格で言えば、１）～４）は法定繰入に属し、国保法の規定により

繰入が認められたもので、繰入分については地方交付税による財源措置がある。

５）については法定外繰入に属するもので、自治体が単独事業として繰入れて

いる。内容としては、自治体独自で行っている保険税（料）の減免分の繰入、

保険税（料）の水準を据え置くための繰入、さらには国庫支出金の不足分を補

てんするための繰入等が含まれている２５。しかし、内容、金額については大都
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��国民健康保険税の調整交付金の交付額の算定に関する省令、別表第４（第７条関係）

参照。

��大阪市の場合は、一般会計繰入金は法定外繰入である「義務的繰入」と法定外繰入の

「任意繰入」に分かれ、後者には一般減免（市独自軽減）、保険料軽減分（任意）、そ

２４

２５



市間で大きな違い見られる。図表１９に示すように、例えば、住民一人当たりの

繰入金額は、札幌市（４万６�９４６円）、大阪市（４万５�２１８円）で高く、千葉市

（２万９１５円）、広島市（２万１�７３８円）ではその半分以下である。また、法定外

繰入金の割合も川崎市（６９�２％）、さいたま市（５４�５％）で高く、京都市（７�１％）、

堺市（１�２％）と著しい違いがある。

　いずれにせよ、大都市間で違いがあるが、一般会計から多額の繰入を行い国

保財政の収支を均衡させようとしていることがわかる。ただ、前年度繰上充用

金の割合の高さに見るように、大都市によっては法定外の繰入金によっても収

支の不均衡が埋めがたい状況となっているのである。

　

�
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　�の他任意繰入に分けられる（大阪市市政改革本部、健康福祉局『事業分析報告国民健

康保険事業２００６年』７ページ参照）。

　�　京都市の場合、一般会計繰入金は法定繰入である「保険基盤安定繰入」と法定外繰

入の「保険給付費等繰入」に分かれる（平岡彰信（京都市包括外部監査人）『平成１８年

度包括外部監査の報告書　京都市国民健康保険特別会計について』２００７年３月、１９

ページ参照）。

　�　仙台市の場合は、法定繰入と法定外繰入に分かれ、後者には乳幼児医療費の助成事

業、事務費一般財源化対象外経費、審査支払手数料にかかわる経費、出産育児一時金

の法定分を超える１／３負担分、葬祭費負担分、調整交付金不足分、保険料不足分、

国庫負担金過不足調整分などに関する繰入が含まれる（那須和良（仙台市包括外部監

査人）『平成１７年度　包括外部監査の結果報告書　第１テーマ健康保険事業特別会

計』２００６年３月、１０～１１２０ページ）。



Ⅲ．福岡市の国保財政の状況

　さて、大都市国保の個別ケースとして福岡市の状況を分析することにする２６。

図表２０は福岡市の国保財政の被保険者数、世帯数の推移である。２００６年度の国

保の被保険者数は４５万１７１４人である。市民全体に占める加入率は３２�７％である。

これには退職者医療の加入者、老人保健の加入者も含まれるので、一般被保険

者（図表中の若人，図表２と定義が異なる。）だけを見ると２９万７�７１７人（国保

の被保険者数の６５�９％）、加入率は２１�０％である��。
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図表１９　大都市の一般会計繰入金の状況（２００７年度決算見込み）

法定外繰入金
の割合（％）

一人当たりの
金額（円）

一般会計繰入金
（百万円）

３９.７４６,９４６２７,９６４札幌市

３８.２２７,８５１８,９５１仙台市

５４.５２４,７５７９,４８９さいたま市

５２.８２０,９１５６,７３４千葉市

６９.２３７,６７８１６,５００川崎市

４０.０２４,０７０２８,３８７横浜市

１８.９２０,５３４５,４４９静岡市

４５.８３０,２７１２３,８５０名古屋市

７.１３１,３８８１５,４０６京都市

３６.７４５,２１８４８,１００大阪市

１.２２３,３５７７,２９０堺市

２３.６３０,９６６１６,５７１神戸市

２４.８２１,７３８８,０７７広島市

３０.３３９,４８０１４,６５０北九州市

３６.７４２,５８４１９,１２９福岡市

出所）福岡市国民健康保険運営協議会『第１回会議資料２（平成２０年月２日）』
１０ページより作成。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

��個別都市の国保財政を分析したものとして松本淳「大阪市国民健康保険事業財政の現

状と課題」『市政研究』１３０号、２００１年がある。

��若人とは全加入者から老人医療受給対象者と退職被保険者を除いたもので、一般被

２６

２７
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　�保険者を指す。退職者は退職被保険者、老人は老人医療受給対象者である。なお、老

人医療受給対象者は２００２年９月までは７０歳以上、２００６年１０月以降は７５歳以上が加入

者となっていた。さらに、２００８年からは後期高齢者医療制度に移行。

図表２０　福岡市の国保の被保険者数、世帯数等の推移 （単位：人、％）

被保険者の構成
伸び率

被保険
者数

世帯加
入率

伸び率
被保険
者世帯 割合退職者割合老人割合若人

９.６３１,８３５１４.６４８,６６８７５.８２５２,７４３１００.０３３３,２４６３２.２１００.０１５３,７７３９０

９.８３２,３１１１５.６５１,５５２７４.６２４５,８４３９８.９３２９,７０６３１.７１０１.０１５５,２９２９１

９.８３２,６２５１６.５５４,７７０７３.６２４４,０５７９９.５３３１,４５２３１.９１０３.８１５９,６５９９２

９.８３２,７５５１７.３５７,８３９７２.９２４３,４９０１００.３３３４,０８４３２.２１０６.７１６４,０７１９３

９.６３２,２８９１８.２６１,２１０７２.１２４２,０２４１００.７３３５,５２３３２.４１０９.０１６７,６５７９４

９.４３１,９７６１９.２６５,３３３７１.４２４２,６５３１０２.０３３９,９６２３２.９１１２.３１７２,７５６９５

９.２３１,９４９２０.３７０,２５１７０.４２４３,３２２１０３.７３４５,５２２３３.３１１６.１１７８,４９６９６

９.４３２,８６２２１.３７４,６９０６９.４２４３,７４２１０５.４３５１,２９４３３.６１１９.８１８４,２２０９７

９.４３４,１１０２２.０７９,７３１６８.６２４８,８８９１０８.８３６２,７３０３４.４１２５.０１９２,１７３９８

９.７３６,５７７２２.５８４,７９２６７.８２５５,２６５１１３.０３７６,６３４３５.４１３０.９２０１,２５３９９

１０.１３８,５７７２３.６８９,７２０６８.９２６２,５７３１１４.３３８０,８７０３６.６１３７.３２１１,１２８０

９.９４０,１２３２３.６９５,４１０６６.５２６９,５０４１２１.５４０５,０３７３７.６１４３.８２２１,１４８１

１０.０４２,０１７２３.９１００,４０８６６.１２７８,３１４１２６.３４２０,７３９３８.６１５０.６２３１,５５４２

１０.５４５,７１９２２.８９９,３６８６６.６２８９,８７２１３０.５４３４,９５９３９.５１５６.７２４０,９２１３

１１.３５０,３７２２１.７９６,５０９６６.９２９７,４１６１３３.３４４４,２９７４０.２１６２.３２４９,５７２４

１２.６５６,８１７２０.８９３,７７０６６.６３００,０７２１３５.２４５０,６５９４０.６１６６.６２５６,２４７５

１４.０６３,２３８２０.１９０,７５９６５.９２９７,７１７１３５.５４５１,７１４４０.５１６９.６２６０,８４１６

注）伸び率は１９９０年を１００とする。若人＝全体－（老人医療受給対象者＋退職被保険者）、老人＝老人医療受
給対象者、退職者＝退職被保険者を示す。
出所）各年度の福岡市議会事務局『決算資料』より作成。



　９０年以降の推移をみると、被保険者数全体で約１�３６倍、一般被保険者で約

１�１８倍増加している。高齢化を反映して老人医療受給対象者、退職被保険者は

大きく増加しているものの、一般被保険者の増加は緩やかである。

　図表２１は福岡市の国保の実質収支の推移を見たものである。国保全体の実質

収支は１９９５年度から連続して赤字で２００６年度は－６２億６�１００万円となっている。

この金額には退職者医療制度の黒字分７億３�３００万円が含まれており、一般被

保険者分の赤字額は－６９億９５００万円となっている。この間の国保の赤字の大部

分は一般被保険者分の赤字によるもので、金額的にも年々増加傾向にあるので

ある。

　そこで、実質収支の赤字の原因を分析するため、一般被保険者分（但し介護
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図表２１　福岡市の国保の収支状況 （単位：１００万円）

基金保有額
収支差引額

退職者一般被保険者全体

０�９４１,８８２１,７８８９０

０�８５２,８８１２,１９６９１

０４４１,０７８１,１２３９２

０１６７�４７１２０９３

０�５８２３９１８０９４

０６０５�７１２�１０７９５

０�２２�１,７０６�１,７２８９６

０１１３�１,３８０�１,２６６９７

０４５４�１,９３６�１,４８３９８

０�３１�１,００８�１,０３９９９

０３７２�７７７�４０５０

０８５�１,４５１�１,３６７１

０�３６３�１,７９５�２,１５８２

０�２１５�４,１８０�４,３９５３

０５２�４,９８６�４,９３３４

０�１５８�５,８３６�５,９９４５

０７３３�６,９９５�６,２６１６

注）収支差引額とは実質収支を意味する。
出所）各年度版の福岡健保健福祉局保健医療部保険年金課『福岡市の国保』
より作成。



納付金分は除外）を対象にその歳入、歳出額の推移を見ることにする２８。図表２２

は一般被保険者分の主な歳出構成の推移である。２００６年度の場合、保険給付費

５７０億３�３００万円（５９�２％）、老人保健拠出金２８２億９�７００万円（２９�４％）、共同事業

拠出金９０億３�２００万円（９�４％）、前年度繰上充用金５２億１�１００万円（５�４％）であ

る。

　最大の費目である保険給付費の伸びは大きい。１０年前の１９９６年度と比較する

と１�４５倍に増大している。この間の被保険者数（１�２２倍）、受診回数（６�２０回か

ら７�７０回）、一人当たりの医療費（１９万８�２００円から２２万９�５００円）２９の伸び等を反

映してると言えよう。

　また、前年度繰上充用金は構成比的には低いものの、金額的には最近、着実

に増加しており、２００１年度は４億５�０００万円、２００３年度２１億５�８００万円、２００５年度

４４億２�８００万円、さらに２００８年度（見込み）では７４億７�２２８万円となっている。

　一方、主な歳入構成（図表２３）は２００６年度の場合、保険料２６４億２�１００万円

（２７�９％）、国庫支出金３４８億８�６００万円（３６�２％）、一般会計繰入金１７５億２�６６０万

円（１８�１％）、共同事業交付金８億４�６７０万円（８�８％）、県補助金５億２�９６０万円

（５�５％）である。

　最大の歳入項目である国庫支出金の伸び率は低く１０年前と比べ、１�１９倍しか

伸びていない。但しこれは三位一体改革の影響（国庫支出金の補助率を減額し

都道府県支出金を増額）を反映しているので、国、県の支出金・補助金の合計

額で見ると、同期、伸び率は１�３８倍となる。しかしそれでも先に見た保険給付

費の伸び率を下回っている。

　また、保険料の伸び率は同期１�２２倍と低く、歳入全体に占める構成比も低下

している（１９９６年度３３�９％から２００６年度２７�９％）。代わって、大きく伸びたのが

一般会計繰入金で同期、１�５０倍に伸びている。
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��２００６年度の国保全体の歳入額は１�２７２億９�５７３万円、歳出額は１�３３５億５�７３６万円。それ

に対して一般被保険者分は歳入全体の７５�７％、歳出全体の７７�２％を占める。　

��福岡市議会事務局『平成８年度決算資料』９２ページ、『平成１９年度決算資料』９０ペー

ジより作成。

２８

２９



　このように、保険給付費の急増に対して、国庫支出金、保険料収入がそれに

見合って伸びず低迷していること。これを補完する形で一般会計繰入金が大き

く伸びていること。しかしながら収支の不均衡を埋め合わせることができず実

質収支の赤字が発生し、最終的に前年度繰上充用金に頼っていることがわかる。
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図表２２　福岡市国保の歳出の推移（一般被保険者）

出所）図表２１に同じ。
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図表２３　福岡市国保の歳入の推移（一般被保険者分）

出所）図表２１に同じ。



　

　

　

　次に、保険料収入の低迷とそれと関連する歳入上の問題点について見ていこ

う。保険料収入の低迷には２つの要因が作用している。１つは低所得層の増加

103国民健康保険制度と大都市財政（小泉）

図表２４　福岡市の所得階層の推移

２００６年度２００１年度１９９６年度所得階層

８.１６％１２．３１％１１.７４％未申告

２８.８９　２３.０４　２１.０３　所得０

２２.７８　１９.８７　１８.０１　１００万円未満

２０.６８　２０.６５　２０.２４　１００万円～２００万円

１３.１９　１４.４１　１６.５６　２００万円～４００万円

６．３０　９.７２　１２.３９　４００万円超

出所）図表２１に同じ。

図表２５　福岡市の保険料軽減、減免状況 （単位：１００万円、％）

保険料減免状況保険料軽減状況

生活困窮
件数の割合

減免件数減免額
７割軽減
世帯割合

７割軽減世
帯軽減額

全軽減
世帯割合

全軽減
世帯数

軽減額

４６.４１,,０２８９０２５.６１,４６６２８.４５１,２４６１,６４３９１

４９.６９２７８６２６.７１,５４６２９.６５４,０４７１,７２２９２

４６.９１,３８７１４１２７.０１,６２１２９.８５５,９４８１,８０３９３

４８.１２,０６６２２４２８.５１,８３４３１.３６０,５６０２,０３４９４

４５.０３,０１５３０８３０.２１,９９０３７.２７３,５７７２,３２３９５

４４.３４,３４５４４９３０.９２,５９５３８.０７７,９０６３,０１９９６

５２.８５,２４１６１２３１.６２,８７０３８.８８２,２４９３,３３４９７

５２.８６,６８８８４６３２.３３,１０６３９.８８７,９７９３,６１９９８

５４.６８,２５８９５２３３.６３,３８６４１.５９５,８４５３,９５４９９

８６.５８,８１４１,０８６３４.８３,６１３４３.１１１３,０５１４,２３４０

８９.３９,１１５１,１４９３４.８４,０４６４３.２１２３,１１６４,７３０１

８８.１９,８０５１,２５８３７.６４,４１３４６.４１３３,５４３５,１６３２

８７.１１１,３５６１,４４８３８.７４,７６１４８.１１３３,５４３５,５９５３

８３.９１１,１５６１,１８１３８.８５,３５７４８.８１３９,３８５６,２７３４

７８.１１３,９４３１,６１７３９.６５,６７９５０.３１４８,５９７６,６６３５

８８.７１３,０３８１,４０９３９.３５,８０５４９.５１５１,２０５６,７７５６

注）全軽減世帯割合は、国保加入世帯に占める全軽減世帯の割合を示す。７割軽減世帯割合は、国保加入世
帯に占める全軽減世帯の割合を示す。
出所）図表２１に同じ



と保険料の軽減、減免世帯の増加である。２つは保険料の収納率の低下である。

　まず前者についてである。図表２４に示すように、１９９６年度では全被保険者に

占める所得ゼロの割合は２１�０３％、０～１００万円未満の割合は１８�０１％であったが、

２００６年度にはそれぞれ２８�８９％、２２�７８％とこの１０年間で低所得層が増加してい

ることがわかる。

　このことは保険料の軽減世帯、減免世帯の増加を伴っている。図表２５に示す

ように、保険料の軽減世帯数と軽減額は１９９６年度７万７�９０６世帯（国保世帯数の

３８�０％）、３０１億９�０００万円から２００６年度には１５万１�２０５世帯（４９�５％）、６７７億５�３１５

万円と増加している。大半は７割軽減世帯（均等割額または世帯平等割額のそ

れぞれを７割軽減される世帯）によって占められている３０。また、保険料の減免

件数とその減免額も同期４�３４５件数、４億４�９００万円から１万３�０３８件数、１４億９２７

万円に増加している。減免理由の大半は生活困窮によるものである。

　もっとも保険料の軽減・減免は一般会計繰入金により補てんされることにな

る。保険料の軽減の場合は国保法の規定により、軽減分は保険基盤安定化制度

を通じて一般会計から法定繰入される。また、保険料の減免の場合は市の単独

事業であるため、一般会計から法定外繰入されることになる。図表２６は、福岡

市の一般会計繰入金の構成比を見たものであるが、保険料の軽減分は「保険基

盤安定化制度による繰入」の割合で示され、保険料の減免は「その他による繰

入」の割合で示される３１。最近の保険料の軽減額の増加に対応して保険基盤安

定化制度の割合が増加していることがわかる。
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��課税対象金額（２００６年度場合）が１）３３万円以下が７割軽減世帯、２）３３万円＋（２４�５

万円�被保険者数（世帯主を除く））以下が５割軽減世帯、２）３３万円＋（３５万円�被

保険者数）以下が２割世帯となる。

��法定外繰入としては、条例に基づく保険料の減免分、乳幼児医療や母子医療等の各種

医療費の助成に対する医療費波及増分、診療報酬の支払手数料、その他葬祭費等の繰

入れがある。『福岡市市議会議事録　第２委員会、１９年請願第３７号国民健康保険料の

引き下げについて』２００７年１２月１８日。

３０

３１



　次に後者の保険料の収納率の低下である。図表２７に示すように保険料の収納

率（現年度分）は長期的に低下傾向にある。１９９２年度９３�９６％、２０００年度８９�８３％、

２００６年度８７�５５％で、それに伴い歳入に占める保険料収入の割合も低下してい

ることがわかる。

　ところで保険料収納率の低下の場合、収入を一層低下させるメカニズムが働

く３２。これが先に見た普通調整交付金の減額ペナルティーである。ペナル

ティーは収納率が９０％未満になった場合課される。福岡市の場合、２００４年度ま

でに３６億７�８００万円（普通調整交付金の減額率５～７％）、２００５年度６億５�３００万

円（７％）、２００６年度８億５�５００万円（９％）が減額されている３３。２００５年度の国

保全体の実質収支の赤字が５９億９�４００万円、２００６年度が６２億６�１００万円で、ペナ

ルティーが課されなければ実質収支は１割以上改善したことが予想される。
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��福岡市の場合、国保の赤字の原因として、収納率の低下とそれに伴う普通調整交付

金のペナルティーが挙げられている。『平成２０年度　第２回福岡市国民健康保険運営

協議会　議事録』２００９年１月２１日、６ページ参照。

��『平成２０年度　第２回福岡市国民健康保険運営協議会　会議資料』２００９年１月２１日、

４ページ参照。

３２

３３

図表２６　福岡市の一般会計繰入金の構成比の推移

出所）図表２１に同じ。



　図表２８は一般被保険者分の保険料と財政調整交付金（普通分＋特別分）の予

算額と決算額の乖離率（決算／予算）の推移を見たものである。保険料の決算

額は常に予算額を下回り、その乖離率は年々増加する傾向にある。これに対し

て、財政調整交付金も期間の半分は予算額が決算額を下回る状況にあり、保険

料の継続的な減少を抑制する役割を果たし得なかったことが示される。

　このように調整交付金は、徴収誘因を内蔵していることが裏目に出て、保険

料の減収を抑制するどころか、実質収支の赤字拡大を誘導している面もあるの

である３４。
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��仙台市の場合は、法定外繰入金で普通調整交付金の不足額を補てんしている。２００４

年度の場合、その金額は１０億４�６００万円で法定外繰入金全体の４５�４％を占める最大項

目である。那須前掲書、１９～２０ページ。

３４

図表２７　保険料の収入率と歳入に占める割合の推移

出所）図表２１に同じ。



結びにかえて

　以上、大都市国保を対象に国保財政の厳しい状況を見てきた。通常、大数原

理からすると、大都市国保のように保険者規模が拡大すれば保険財政は安定化

すること予想される。しかし実際は理論とは異なった状況が見られた。この背

景には、大都市国保を構成している被保険者の集団特性（就業構造、所得階層）

や保険料以外の財源構成（普通調整交付金、一般会計繰入金）の問題があった３５。

すなわち、大都市国保は非正規雇用者の比率が高く、所得格差も大きい。保険

料の収納率は大都市の人口特性（移動性の高さ）を反映して低く、普通調整交

付金の配分にはペナルティーが課される。こうした要因が保険財政の安定性を

弱め、規模拡大のメリットを活かしにくい構造としていたのであった。

　大都市国保の危機が進む中、争点の一つとなるのが一般会計繰入金の問題で

ある。先にも見たように国保会計には一般会計から多額の法定外繰入が行われ

ていた。この法定外の繰入金を増やせば、保険税（料）の水準を引き下げるこ
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図表２８　実質収支と保険料乖離率等の関係

出所）図表２１に同じ。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

��新田前掲書、２１５ページ参照。３５



とができ、「保険税（料）を払いたくても払えない」滞納者の問題にもアプロー

チしえることにもなる３６。ワーキングプア層にある被保険者が増加する中、一

定の説得力をもつていると言えよう。実際、福岡市でも２００９年度の国保予算で

は厳しい経済情勢を反映して保険料の水準を据え置くために一般会計繰入金に、

４億円の特別繰入金を付加している３７。

　しかし、法定外の一般会計繰入金の増額は福岡市に限らず市町村は慎重な立

場を取らざるを得ないのも事実である。基本的には、国保は特別会計で経理さ

れる独立採算制を採っており、一般会計への過度な依存は好ましくない。一般

会計への依存度が高まると、受益と負担の関係は不明確になり、国保財政の規

律を損なう恐れがあるからである。

　また、市町村は国保の保険者であっても、市町村議会は被保険者の代表機関

ではない。市町村議会は多様な職種、社会集団から構成されているため、国保

被保険者の利害がストレートに反映されにくい３８。そうした代表の同質性の低

さが一般財源の投入に慎重なスタンスを取らせているとも言えよう３９。

　さらに、言うと市町村財政は国保財政の赤字に一般財源を惜しみなく注ぎ込
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��北九州市国民健康保険運営協議会の協議内容を見ると、次のような質疑応答がある。

（問）「一人当たりの政令市比較で、医療費が一番高く・・ところが保険料が安くなっ

ている。それは努力して国などからの歳入を多くもらっているということなのか」。

（答）「国の負担分は原則、医療費の５０％となっているが、本市では５３％程度となって

いる。また、一般会計から多額の繰入れを行っていることから、結果的に一人当たり

の保険料が安くなっている」。『平成１５年度　第２回北九州市国民健康保険運営協議

会　協議内容（要旨）』２００４年２月１７日、３ページ。　

��福岡市国民健康保険運営協議会（会議資料）前掲書、８ページ参照。

��新田前掲書、２２０ページ参照。

��京都市の包括外部監査の結果報告書では、一般会計繰入金の問題点を次のように指

摘している。「京都市の一般会計からの繰入れが生じるということは、国民健康保険

に加入していない京都市民に対して負担を強いているということであり、必ずしも

京都市の財源が潤沢でないことから、それが京都市の財政悪化に繋がれば、京都市民

全体の不利益となってしまう」平岡（２００７）前掲書、７４ページ。

３６

３７

３８

３９



めるほどの財政的余裕はないということである。近年、市町村の一般財源は伸

び悩み、財政の硬直化の尺度となる経常収支比率も極度に悪化している。市町

村全体の経常収支比率は２００７年度９２�０％、とりわけ大都市では高く９５�４％に悪

化している。全国市長会では市町村が多額の一般財源を投入して国保を支える

のにはすでに限界であるとさえ表明している４０。

　ところで、こうした一般会計繰入金の問題の根幹には保険者の在り方論が大

きくかかわっている。国保は、市町村を保険者とする市町村公営主義を採用し

ている。戦前は確かに市町村単位に国保組合が創設されたが、戦後の国保法改

正（１９４８年）において、財政的な理由や���からの指示等を理由に市町村営主

義に衣替えされたのであった４１。

　だが、医療保険の保険者を自治体が担うのは国際的には特異的である４２。た

とえば、ドイツやフランスには疾病金庫という組合保険がある。組合保険の場

合、保険者自治が保障され、保険料の決定や医療機関とのサーヴィス契約等に

おいて保険者機能が強く発揮されている。さらに、国からの財源にも依存せず、

保険者間のリスク構造調整制度によって財政の健全性が維持されている。これ

に対して国保の場合、地域を単位に低所得や無職など本来、「保険になじまない

層」を被保険者に多く抱えており、保険者自治も保険者機能も弱く４３、財源は
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��「長い間、国は市町村の一般会計、すなわち一般住民の税負担から赤字繰入れを当然

のこととして受け止め、市町村の財政負担に対する地方財政も措置せず、このような

状態を放置してきたが、既に市町村国保の財政は限界に達している」。全国市長会

『医療保険制度改革に関する意見書－国民健康保険制度が抱える課題の解決に向け

て』２００５年４月、４ページ参照。

��新田前掲書、１８８ページ参照。

��神野直彦は社会保障基金も国、地方に並ぶ３つめの政府と位置付けており、その自治

的な運営を主張している。国保については「市町村という地方政府が保険者になるこ

とは、政府としての社会保険の構造を地方政府が兼ね備えることを意味する。こうし

た事態は異様である」と述べている。神野直彦『財政学』有斐閣、２００２年、３２３ページ。

��福田素生「市民参加による医療費保障制度」駒村康平、菊池馨実『希望の社会保障改

革』旬報社、２００９年、１３７ページ参照。

４０

４１

４２

４３



大きく公費に依存しているのである４４。

　こうした国際的な特異性を前提とすれば、国保は相互扶助的な保険制度と

いった性格は幾分弱まり、国民皆保険を支える社会保障制度としての性格が強

く意識されることになる。このように国保の性格を理解するならば、市町村の

一般財源の繰入について現行制度とは別の見方ができないであろうか。現在、

自治体の持ち出しとなっている法定外繰入分の一部を交付税措置４５することや

減免措置のように法定外繰入されているものを法定繰入に替える４６など検討の

余地もあろう。実際、今年国も景気対策として、自治体が離職者に対する保険

税（料）を減免する場合には特別調整交付金を交付することで対応するとして

いる。

　もちろん一般会計繰入金の財源措置の問題は短期的な対応策であって長期的

には医療保険制度全体の再編の問題（医療保険制度の一元化論）が課題となっ

てこよう。
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��すでに、戦前の組合保険のときにも国庫補助や市町村からの補助はあった。しかし

市町村公営化後、国庫補助は拡大し、市町村普通会計から国保特別会計の繰入れも容

易になった。今井勝人『現代日本の政府間財政関係』東京大学出版会、１９９３年、１６３

ページ。

��全国市長会では、国保の財政基盤強化の緊急措置として「一般会計からの繰入れに対

する財政措置等、国保の財政基盤強化のための抜本的な対策を講じる必要がある」と

述べている。全国市長会前掲書、８ページ。

��減免措置を「国民健康保険制度として法定された事業」にする見解も示されている。

木村陽子「ワーキングプアに対する医療保障のあり方を考える」『都市問題』第９８巻

第１０号、２００７年、６３ページ参照。

４４

４５

４５


